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コンセンサスはない．今後更に議論を積み重ねる必要

がある．

4　各専門医の医師数に関する問題

　現在大学病院の臨床研修は各領域の専門医を目標に

している所も多いが，現在はまだ専門医が充足してい

ないにしても，将来は医師過剰の影響もあって専門医

も過剰になる可能性もある．また，領域によっては既

に専門医の数は充足されたという意見もある．この問

題は専門医の位置づけとも関連しているので，早急な
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結論は避けるべきであろうが，将来を見通した議論が

必要であることは間違いない．

5　臨床医学研究との関係

　大学病院は臨床医学研究の場でもある．また臨床大

学院生の教育の場でもある．これまで述べた臨床研修

と医学研究との整合性をどのようにとっていくかにつ

いては，まだ大学関係者の間でも統一された意見はな

い．これも，今後の大きな課題の一つであろう．

資料16臨床研修病院の指定基準・指定基準の運用

厚生省（平5．3．25）

臨床研修病院の指定基準

　臨床研修を行う病院のうち，一般病院については以

下に掲げる内容を備えた総合的な病院であることが原

則とされること．ただし，病院群による指定について

は，「病院群による臨床研修病院の指定基準」による．

第1　施設，人員等に関する基準

1．一般病床約300床以上，又は年間の入院患者実数

が3，000名以上であり，かつ，病床数及び患者実数

が診療各科に適当に配分されていること．

2．内科，精神科，小児科，外科，整形外科，皮膚科，

ひ尿器科，産婦人科，眼科，耳鼻いんこう科，及び

放射線科の各診療科がそれぞれ独立して設置されて

　いること．

3．常勤医師が医療法上の定員を満たしていること．

4．2．の各診療科について，それぞれ適当数の常勤

医師が配置されていること．

5．2．の各診療科毎に十分な指導力を有する指導医

が配置されていること．

6．年間の剖検例が20体以上であり剖検率が30％以

上であること，又はその他剖検に関する数値が相当

数以上であること．

7．救急医療の研修が実施できること．

8．臨床検査室，放射線照射室，手術室，分娩室等の

機能を示す数値が相当数以上であること．

9．研究，研修に必要な施設，図書，雑誌の整備及び

病歴管理等が十分に行われていること，かつ，研究，

研修活動が活発に行われていること．

第2　研修プログラムに関する基準

1．研修目標，研修計画，指導体制及びその他必要な

事項を定めた研修プログラムを有すること．

2．研修プログラムの管理及び評価を行うため，臨床

研修全体についての教育責任者及び研修委員会を置

　いていること．

病院群による臨床研修病院の指定基準

　「病院群による指定」とは，臨床研修を行う複数の病

院を病院群として指定するものである．病院群による

指定は，臨床研修において中心となる病院（以下「主

病院」という．）と，主病院の機能を補う病院（以下「従

病院」という．）について併せて行い，従病院の補う分

野を特定する．

第1　施設，人員等に関する基準

1．病院群に関する基準

（1）　主病院と従病院は，相互に診療について機能的

　　な連係があること．

（2）従病院の数は2以下であり，主病院の機能を補

　　う分野が特定されていること．

2．主病院の基準

以下に掲げる内容を備えた総合的な病院であるこ
と．

（1）　一般病床約300床以上，又は年間の入院患者実
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　　数が3，000名以上であり，かつ，病床数及び患者

　　実数が診療各科に適当に配分されていること．

（2）常勤医師が医療法上の定員を満たしているこ

　　と．

（3）　年間の剖検例が20体以上であり剖検率が30％

　　以上であること，又はその他剖検に関する数値が

　　相当数以上であること．

（4）　研究，研修に必要な施設，図書，雑誌の整備及

　　び病歴管理等が十分に行われていること，かつ，

　　研究，研修活動が活発に行われていること．

3．従病院の基準

　常勤医師が医療法上の定員を満たしている病院であ

ること．なお，大学病院は従病院としない．

4．主病院及び従病院を併せて満たさなければならな

　い基準

　主病院及び従病院を併せて以下に掲げる内容を備え

ていること．ただし，従病院は主病院を補う分野に限

ること．

（1）　内科，精神科，小児科，外科，整形外科，皮膚

　科，ひ尿器科，産婦人科，眼科，耳鼻いんこう科，

　及び放射線科の各診療科がそれぞれ独立して設置さ

　れていること．

（2）　（1）の各診療科について，それぞれ適当数の常

　勤医師が配置されていること．

（3）　（1）の各診療科毎に十分な指導力を有する指導

　医が配置されていること．

（4）救急医療の研修が実施できること．

（5）　臨床検査室，放射線照射室，手術室，分娩室等

　の機能を示す数値が相当数以上であること．

第2　研修プログラムに関する基準

1．病院群に関する基準

（1）　研修目標，研修計画，指導体制及びその他必要

　　な事項を定めた合同の研修プログラムを有するこ

　　と．

（2）研修プログラムの管理及び評価を行うため，合

　　同の研修委員会を持ち，主病院の研修における責

　　任が明確であること．

2．主病院及び従病院の各々が満たさなければならな

　い基準

　研修プログラムに基づく臨床研修についての教育責

任者及び研修委員会を置いていること．

臨床研修病院の指定基準及び病院群による

　　臨床研修病院の指定基準の運用

　第1　総合的な病院の定義

　基準における「総合的な病院」は，病院全体として

研修の場にふさわしい病院の機能と研修の機会を有し

ていること．

第2　施設，人員等に関する基準の運用

1．医師数

（1）　基準において「常勤医師（当該病院で定めた医

　　師の勤務時間の全てを勤務し，かつ，1週間当た

　　り40時間以上を当該病院で勤務するもの）が医療

　　法上の定員を満たしていること」としているのは，

　　診療のみに追われることのない充実した臨床研修

　　の確保を図ろうとするものであるから，ここにい

　　う常勤医師数数には研修中の医師（卒後2年間に

　　限る）は算入しないこと．常勤医師のみでは医療

　　法上の定員を満たさない場合においては，非常勤

　　医師を常勤換算して医療法上の定員を満たすこと

　　により，暫定的に基準を満たしているものとする．

　　その場合には常勤医師で概ね医療法上の定員を満

　　たしていること．

（2）　基準において，「各診療科それぞれに適当数の常

　　勤医師の配置を必要」としているのは診療上のほ

　　か，研修指導体制の確立を図るためのものであり，

　　その適当数は内科については5名以上，外科につ

　　いては4名以上，産婦人科については3名以上，

　　精神科，整形外科，小児科，皮膚科，ひ尿器科，

　　眼科，耳鼻いんこう科及び放射線科については2

　　名以上とする．しかしながら，現状からみて医師

　　の確保の難iしい診療科（精神科，皮膚科，ひ尿器

　　科，眼科，耳鼻いんこう科，放射線科）について

　　は常勤医師1名のほかに非常勤医師を適切に配置

　　することにより適正な研修指導体制が一応確保さ

　　れていると認められる場合は暫定的に基準を満た

　　しているものとすること．

（3）　麻酔科及び検査部門については，臨床研修を行

　　う上で，重視すべきものであるので，これらにつ

　　いても専任医師が配置されることが望ましい．

（4）臨床研修を行う上で病理機能が欠くことのでき

　　ない重要な役割を果たしていることに鑑み，専任

　　の常勤病理医を配置すること．その確保が難しい

　　場合にも，非常勤医師を適切に配置することによ
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　　り適正な体制が確保されていること．

2．指導医の資格

　基準において，各診療科毎に十分な指導力を有する

指導医を置くことを規定しているが，指導医の資格は

原則として次のいずれかの条件に該当するものである

こと．

（1）　少なくとも10年前後の臨床経験を有し，十分な

　　指導力と最近の2年間においても相応の業績発表

　　を有するもの．

（2）各専門学会が認定している認定医等の資格を有

　　するもの．

（3）　特定科（精神科，皮膚科，ひ尿器科，眼科，耳

　　鼻いんこう科，放射線科）については少なくとも

　　5年の臨床経験を有し，かつ，その経験，訓練，

　　業績発表等から十分な指導力があると認められる

　　もの．

3．剖検

（1）　基準において，「剖検率が30％以上であること」

　　としているが，その算定に当っては，精神病床，

　　ホスピス病床又は入院48時間以内の死亡退院例

　　で剖検を行わなかったものについては，対象から

　　除くことができること．

（2）　基準において，「その他剖検に関する数値が相当

　　数以上であること」とは，年間の剖検例が病床数

　　の数値の10％以上であること．ただし，精神病床

　　又はホスピス病床については，算定の対象から除

　　くことができること．

（3）剖検症例が臨床病理カンファレンス（CPC）等

　　を通じて臨床上十分活用され，また，手術症例に

　　対する病理学的検査が十分行われていること．

　　　なお，当該病院に病理部門が設置され，臨床上

　　剖検等を集中的に実施することが適当な場合は，

　　一定期間病理診断に係る研修を行うことができ

　　る．

4．設備

（1）基準において，「研究，研修に必要な図書，雑誌

　　の整備が行われていること」としているが，その

　　内容は，内外の専門図書及び雑誌を有し，かっ，

　　年間少なくとも200万円以上の図書を購入してい

　　ること．又，十分な図書，雑誌の活用を図るため

　　には専任の職員を置くことが望ましい．

（2）　十分な病歴管理が行われるためには，中央病歴

　　管理室が設置され，組織的な病歴管理が行われて

　　いること．また，専任の病歴管理者がいることが

　　望ましい．

（3）充実した臨床研修を図るためには宿舎の整備が

　　望ましい．

5．病院群指定

（1）基準において「相互に診療について機能的な連

　　係があること」としているのは医師の往来，医療

　　機器の共同利用，合同カンファレンス等が組織的

　　に行われている等具体的に診療についての機能的

　　な連係が行われている状態をいう．

（2）主病院と従病院の距離は特に制限するものでは

　　ないが，地域医療のシステム化を図る趣旨，緊密

　　な連係を保つ必要性等との関係から著しく距離の

　　離れたものは適当でない．

　第3　研修プログラムに関する基準の運用

1．研修目標

　基準において，研修プログラムに研修目標を定める

ことを規定しているが，研修目標については，平成元

年6月の臨床研修部会の意見書に示された到達目標が

達成されること．

　また，研修方法については，昭和48年12月，昭和

50年10月，昭和53年3月の医師研修審議会の建議書

及び意見書の趣旨に則り，救急医療，初期診療等，プ

ライマリ・ケアの研修が行われるよう関連各科にわた

るローテーション方式による研修を行うことが望まし

い．

2．研修計画

　基準において，研修プログラムに研修計画を定める

ことを規定しているが，この研修計画には研修目標を

達成できるに足る臨床研修全体及び各診療科毎の具体

的な実地計画を定めていること．なお，各診療科毎の

研修における到達目標を定めることが望ましい．

3．指導体制

　基準において，研修プログラムに指導体制を定める

ことを規定しているが，指導医の氏名，資格及び指導

医数等を含めて各診療科毎の指導体制について定めて

いること．

4．その他研修プログラムに定める事項

　基準において，研修プログラムにその他必要な事項

を定めることを規定しているが，その内容としては次

のとおりとすること．

（1）　6．研修の記録及び評価に基づいて具体的な研

　　修医の評価方法等について定めていること．

（2）　7．研修施設群に基づいて研修施設群を導入す

　　る場合には，当該施設の概要，具体的な実施計画

　　等を定めていること．
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5．研修プログラムの公表

　研修プログラムは公表することを原則とすること．

6．研修の記録及び評価

　研修プログラムに基づいた臨床研修を実施するに当

たりその記録及び評価を行うことは，研修医の到達目

標の達成の程度を判断するために重要な意義を持っも

のであり，次のような方法により記録及び評価を行う

こと．

（1）　教育責任者は，研修医について研修内容の記録

　　及び評価を残すこと．

（2）研修医手帳を作り，研修医に研修内容を記入さ

　　せ，病歴や手術の要約等を作成するよう指導する

　　こと．

（3）研修の評価にあたっては，日本医学教育学会の

　　「卒後初年度臨床研修目標案」も参考にすること．

7．研修施設群

（1）　臨床研修病院が，研修施設群として専門病院，

　　中小病院，診療所，老人保健施設，保健所及び社

　　会福祉施設と研修プログラムを組む場合において

　　は，研修施設群全体についての教育責任者及び合

　　同委員会を置き，かつ各施設毎の研修計画等具体

　　的な実施計画を定めること．

　　　その場合，臨床研修病院の研修における責任が

　　明確であること．

（2）研修施設群の各施設毎に第2の2．指導医の資

　　格に準ずる資格を有する指導医がいること．なお，

　　保健所においては，所長の他に少なくとも3年以

　　上公衆衛生の実務に従事した経験を有する医師が

　　常勤していること．

　　　設備については，研修を行うのに十分な機能を

　　備えていること．

8．病院群指定

　病院群指定において，研修プログラムに基づいた臨

床研修を実施するに当たり，2以上の主病院の従病院

になることはできるが，その場合は，それぞれの合同

研修委員会が十分機能すること，研修医を受け入れる

体制に十分な余裕があること等が前提であること．

　なお，研修プログラムは，研修モデルプログラム（平

成5年3月25日医事第31号厚生省健康政策局医事課

長通知）を参考にして定めること．

臨床研修病院（精神病院）の指定基準

第1　施設，人員等に関する基準

1．精神科病床300床以上を有し，1日平均精神科外

来患者数がおおむね30名以上であること．

2．医療法に基づく医師・看護婦の定員を有し，臨床

心理技術者（クリニカルサイコロジスト），精神医学

　ソーシャルワーカー，作業療法士その他の診療要員

を定員として適当数有すること．

3．診療定員の他に十分な指導力を有する指導医を定

員として有していること．

4．臨床検査室及び心理検査の設備を有し，検査に必

要な要員を定員として適当数有すること．

5．解剖室及び有資格の解剖責任者を有すること．

6．研究，研修に必要な施設，図書，雑誌の整備及び

病歴管理等が十分に行われていること，かつ，研究，

研修活動が活発に行われていること．

第2　研修プログラムに関する基準

1．研修目標，研修計画，指導体制及びその他必要な

事項を定めた研修プログラムを有すること．

　　　なお，研修計画には，精神科及び他の診療科の

研修につき，他の臨床研修病院あるいは大学病院と

連携する具体的な実施計画が定められていること．

2．研修プログラムの管理及び評価を行うため，臨床

研修全体についての教育責任者及び研修委員会を置

　いていること．

臨床研修病院（精神病院）の指定基準の運用

　第1　施設，人員等に関する基準の運用

1．医師等診療要員

（1）　医師の定数は医療法上の定員を有すること．こ

　　れには研修指導医及び研修医は算入しないこと．

（2）　剖検については，有資格の病理解剖医が剖検に

　　責任をもっ体制をそなえていること．

（3）臨床心理技術者（クリニカルサイコロジスト），

　　精神医学ソーシャルワーカー，作業療法士（作業

　　療法技術職員を含む）などの診療要員に関しては，

　　現状において定員として確保することが困難であ

　　る場合には，十分な経験を有する非常勤職員を適

　　当に配置することにより，適切な研修機能が確保

　　されていると認められれば，暫定的に条件を満た

　　しているものとすること．

2．指導医の資格

　少なくとも10年前後の精神科の臨床経験を有し，十

分な指導力と最近の2年間においても相応の業績を有

するもの．

3．設備



資　　料

（1）　基準7．において，研究，研修に必要な図書，

　　雑誌の整備が行われていることとしているが，そ

　　の内容は内外の専門図書及び雑誌を有し，かつ，

　　必要な図書費が計上されていること．又，十分な

　　図書，雑誌の活用をはかるためには，専任の職員

　　を置くことが望ましい．

（2）十分な病歴管理が行われるためには，病歴管理

　　室が設置され，組織的な病歴管理が行われている

　　こと，及び専任の病歴管理者がいることが望まし

　　い．

（3）研修医の宿舎の設置に関する規定はないが充実

　　した臨床研修をはかるためには宿舎の整備が望ま

　　しい．

　第2　研修プログラムに関する基準の運用

1．研修目標

　基準において，研修プログラムに研修目標を定める

ことを規定しているが，研修目標については，平成元

年6月の臨床研修部会の意見書に示された到達目標が

達成されること．

　また，研修方法については，昭和48年12月，昭和

50年10月，昭和53年3月の医師研修審議会の建議書

及び意見書の趣旨に則り，救急医療，初期診療等，プ

ライマリ・ケアの研修が行われるよう関連各科にわた

るローテーション方式による研修を行うことが望まし

い．

2．研修計画

（1）　基準において，研修プログラムに研修計画を定

　　めることを規定しているが，この研修計画には研

　　修目標を達成できるに足る臨床研修全体及び診療

　　科毎の具体的な実施計画を定めていること．なお，

　　各診療科毎の研修における到達目標を定めること

　　が望ましい．

（2）　基準において，研修計画には他の臨床研修病院

　　あるいは大学病院と連携する具体的な実施計画を

　　定めることを規定しているが，これは，平成元年

　　6月の臨床研修部会の意見書に示された到達目標

　　が達成されるためには，これらの病院との連携が

　　不可欠なためである．

　　　これらの病院の選定に当たっては，病院群によ

　　る臨床研修病院の指定基準第1の1を参考とする

　　こと．

　　　この場合，主病院を臨床研修病院（精神病院），

　　従病院を連携病院（他の臨床研修病院あるいは大

　　学病院）と読み換えること．
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　　　なお，7．研修施設群の規定にかかわらず他の

　　臨床研修病院あるいは大学病院と連携を図るこ

　　と．

3．指導体制

　基準において，研修プログラムに指導体制を定める

ことを規定しているが，指導医の氏名，資格及び指導

医数等を含めて各診療科毎の指導体制について定めて

いること．

4．その他研修プログラムに定める事項

　基準において，研修プログラムにその他必要な事項

を定めることを規定しているが，その内容としては次

のとおりとすること．

（1）　6．研修の記録及び評価に基づいて具体的な研

　　修医の評価方法等について定めていること．

（2）　7．研修施設群に基づいて研修施設群を導入す

　　る場合には，当該施設の概要，具体的な実施計画

　　等を定めていること．

5．研修プログラムの公表

　研修プログラムは公表することを原則とすること．

6．研修の記録及び評価

　研修プログラムに基づいた臨床研修を実施するに当

たりその記録及び評価を行うことは，研修医の到達目

標の達成の程度を判断するために重要な意義を持つも

のであり，次のような方法により記録及び評価を行う

こと．

（1）　教育責任者は，研修医について研修内容の記録

　　及び評価を残すこと．

（2）　研修医手帳を作り，研修医に研修内容を記入さ

　　せ，病歴や手術の要約等を作成するよう指導する

　　こと．

（3）研修の評価にあたっては，日本医学教育学会の

　　「卒後初年度臨床研修目標案」も参考とすること．

7．研修施設群

（1）　臨床研修病院が，研修施設群として専門病院，

　　中小病院，診療所，老人保健施設，保健所及び社

　　会福祉施設と研修プログラムを組む場合において

　　は，研修施設群全体についての教育責任者及び合

　　同委員会を置き，かつ各施設毎の研修計画等具体

　　的な実施計画を定めること．

　　　その場合，臨床研修病院の研修における責任が

　　明確であること．

（2）研修施設群の各施設毎に臨床研修病院の指定基

　　準及び病院群による臨床研修病院の指定基準の運

　　用第2の2．指導医の資格に準ずる資格を有する

　　指導医がいること．なお，保健所においては，所
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長の他に少なくとも3年以上公衆衛生の実務に従

事した経験を有する医師が常勤していること．

　設備については，研修を行うのに十分な機能を

備えていること．

　なお，研修プログラムは，研修モデルプログラム（平

成5年3月25日医事第31号厚生省健康政策局医事課

長通知）を参考にして定めること．

資料17わが国の大学医学部（医科大学）白書’93

全国医学部長病院長会議（平5．5）

序文（略）

1望ましい医学生の選抜

　近年，わが国の社会情勢は急激に変化しており，技

術革新の加速化，グローバリゼーション，国民の価値

観の多様化，高度情報化社会の出現などにより，医学・

医療が大きな影響を受けつつあるのは周知のことであ

る．このような社会の転換期に当たり，将来の医学・

医療の担い手を養成するとともに，研究と診療を通じ

て国民の健康保持に貢献する大学医学部（医科大学）

の責任は大きい．今日の医学校が当面する基本問題は

複雑かつ多岐にわたり，医学校のみの努力では解決困

難な課題も多い．しかし，社会のニーズに対応して，

どのような学生を入学させていかに教育するかは，医

学校に責任があり，医学校の自主性が非常に大きく保

証された課題である．とくに，医学教育の最初の段階

ともいえる医師候補生たる入学者の選抜をめぐる諸問

題は，国民はもちろん，各大学が最も関心のあるとこ

ろである．

1．入試を取り巻く諸情勢の変化

　わが国の18歳人口は，昭和60年代に入り増加し続

け，平成4（1992）年度にはピークの約205万人に達し

たが，その後は減少が始まり，平成12（2000）年には

151万人になると予測されている．これに対応して高

等教育の計画的整備が進められつつあり，量的縮小に

よる大学冬の時代を迎えることは明らかである．また

厚生省は医師数削減政策を打ち出しており，文部省で

も医学部の学生定員削減政策がとられ，昭和59（1984）

年には8，360名であった全国の医学校の入学定員は，

平成3（1991）年には7，770名となっているが，厚生省

のいう削減目標にはまだ達していない．

　一方，大学の質的充実の重要性が叫ばれており，急

激な時代の変化に柔軟に対応できる能力と未知の分野

を拓く創造性に富む人材の養成が求められている．ま

た国際化の進展により，発展途上国への医学・医療面

で貢献のできる人材の養成や留学生の受け入れも，最

近とみに重要になった．

2．医学・医療を取り巻く情況の変化

　社会全般の変化とともに，目ざましい変革が医学・

医療の分野にも起こっている．インフォームド・コン

セントに代表される人間尊重の医療，技術の進歩によ

る体外受精，臓器移植，遺伝子治療をめぐる倫理問題，

チーム医療の普及，成人病やストレスの増加による疾

病構造の変化などは，その例である．また医師数過剰

時代の到来により医師間の競争が激しくなることが予

想され，学会認定医・専門医制度の普及により生涯学

習が強調されている．一般社会からの医学・医療に対

する要求や批判も厳しくなってきている時代である．

このような時代に求められる，医師や医学研究者の適

性とは何であろうか．

3．入試に関する全国アンケート調査に寄せら

　　れた意見

　表1に，第1回及び第2回の全国79大学に対するア

ンケート調査の主な意見をまとめた．まず入試制度の

あり方に関する意見が国公立大学から出されている．

第一次試験として大学入試センター試験を採用してい

る状況を，平成3，4，5年度につき表2に示した．産

業医大以外はすべて国公立大学である．連続方式（A

日程，B日程）と分離・分割方式（前期日程，後期日

程）とが併存しているとはいえ，年とともに分離・分

割方式の前期日程が増加している．複数受験の機会を

与える主旨からは，前期と後期の入学定員数を国公立

大学全体で50％つつとすべきという要望も出ている．

入試制度が複雑過ぎるので，もっと単純にならないか

という意見もあった．目まぐるしく方式が変わるのも


